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費用の徴収 
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第 6 号議案資 料

福 祉衛 生委 員 会

平成 9 年 2 月 20 日 

I 	性部保育課 

1 	‘西福祉事務所 

東京都豊島区保育所入所措置及び費用徴収に関する条例の概要 

I 条例化への経緯 

① 昭和62年に保育所への入所措置及び保育料徴収事務が機関委任事務から団体委

任事務に変更されたことに伴い、区長会から厚生部長会に対して保育料の条例化に

つい検討下命がなされた。厚生部長会では、昭和63年 2月の区長会に条例準則及

び規則準則を中間報告し、保育料の改定と同時に条例化する、ということで了承を
得た。 

② 区長会では、平成8年 7月に、保育料のあり方について部長会に検討を下命した。 
部長会は、平成8年12月16日の区長会に保育料の改定を主な内容とする 「『保

育料のあり方』について（検討結果報告）」を報告し、区長会はこれを了承した。 

③ 保育料の徴収については児童福祉法（以下「法」という。）の施行規則で規定し

ているが、今回条例化するものである。 

2 条例の内容（新旧対照表・ 2頁～ 9 頁） 

①条例化の方法 保育所への入所措置に関する条例の一部を改正 

②条例の名称 「東京都豊島区保育所入所措置及び費用徴収に関する条例」に変更 

③条例の内容 

現行の「東京都豊島区児童福祉法等の施行に関する規則」で規定されている徴収

金に関する事項その他必要な事項を以下のとおり規定する。 

法56条 2項の費用の徴収を追加 

現行どおり 

法51条 I 号の 2 に規定する費用の徴収 

措置された児童の扶養義務者から徴収する徴収金 

の額を所得に応じて決定麟れ好賑2艇銀龍）) 
多子世帯に係わる徴収金を減額する特例規定（賑3) 

具体的基準は規則に定める。 

平成 9年10月1日から施行し、平成 9年10月
以降の月分に係る徴収金について適用する。 

【参考】 法51条1号の 2 「調榊、・・嘩24蘇難競鶴龍排硫齢齢匠、扇頑銘翻如廟知織いき、第 
4験畷購鞍維討社球射積剰 

法56条 2項「”第51条製加2峨討績脱難流献樋髭、献難和難網都ら、旬館能力に励て、加費
用畦叔か縦餓銘比概部」 
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第

一
条 

こ
の

条

例

は
、

児

童
福

祉

法
（

昭
和
ニ

十

二
年

法
棒

第
百

六
十

四
号
）

第

二
十
四

条
の

規
定
に
基

づ
き
、 

保

育

所

へ
の

入

所

措
置

に
関
し

必
要

な
事

項

を
定

め
る

も
の

と
す

る
。 

（
入
所

措
置

基

準

） 

 

東

京
都

豊
島

区
保

育
所
入

所
措

置

及
び

費
用
徴
収 

保
育

所

へ
の

入

所
措

置

に
関

す

る
条

例 

  

   

   

   

   

一
丁

オ 

 

      

      

に
関
す

る
条

例 

（
昭
和

六
十

二
年

条

例
第

三
号

） 

（
趣
旨

） 

i
（
趣
旨
） 

第

一
条 

こ
の

条

例

は
、

児
童
福
祉

法
（

昭
和
二
十

ニ
年

法
律
第

百

六
＋

四
号
。
以
下
「

法
」
と
い
う
。
）

第
ニ
十
四

条
及
び

第

五
十

六
条
第

二
項
の

規
定

に
基
づ
き
、

保

育

所

へ 

の入

所
措

置

及
び

費

用
の

徴

収

に

つ
い

て
必
要

な

事

項

を
定

め

る
も
の

と
す

る
。 

（
入
所

措
置

基

準
） 

第

二
条 

保

育

所

へ
の
入

所
措
置

は
、

児

童
の
保
護
者
の 

第
二

条 

保

育

所

へ
の

入
所
措
置

は
、

児
童

の
保

護

者

の

い
ず

れ

も
が

次
の

各

号
の
い
ず

れ
か

に
該
当

す
る
こ
と 

い
ず

れ

も
が

次

の
各
号
の

い
ず

れ

か

に
該
当

す

る
こ
と

に
よ

り
、

当

該
児

童

を
保
育

す
る

こ
と
が
で
き

な
い

と 

に
よ

り
、

当

該

児

童

を
保
育

す

る
》
こ
と
が

で
き

な
い

と

認

め
ら

れ

る
場

合
で

あ
っ 

て
、

か
つ
、

同
居
の

親
族

そ 

認

め
ら

れ

る
場

合

で
あ
っ 

て
、

か

つ
、

同
居
の

親

族

そ

の
他
の

者
が

当

該

児

童

を
保

育

す

る
こ
と
が

で
き
な
い 

の

他
の

者
が

当

該

児
童

を
保
育

す

る
こ

と
が

で
き

な
い 

と
認
め
ら

れ

る
場

合

に
行
う

も
の

と
す

る
。 

と
認

め
ら

れ

る
場

合
に

行

う

も
の

と
す

る
o 

保育所への入所措置に関する条例の一部を改正する条例新損対照表 
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一 

昼

間

に
居
宅

外

で
労
働

す

る

こ
と

を
常
態

と

し

て

い

る

こ

と
。 

ニ 

昼
問

に
居

宅
内

で
当
該

児
童

と
離

れ

て
日
常
の

家

事

以

外

の
労

働

を
す

る
こ

と

を
常

態

と

し

て
い

る
こ

と
。 妊

娠

中

で
あ

る
か

又
は
出

産
後

間
が

な
い

こ
と
o 

疾

病

に
か

か

り
、

若

し

く
は
負

傷

し
、

又

は

精
神

若

し

く
は
身

体

に
障
害

を
有
し

て
い

る
こ
と

o 

長

期

仁
わ

た

り
疾

病
の

状
態

に
あ

る
同

居

の
親

族

又

は

精

神
若

し

く
は

身
体

に
障

害

を
有
す

る

同
居
の

親
族

を
、

常
時
、

介
護
し

て
い

る
こ
と
。 

震

災
、

風
水

害
、

火
災

そ
の
他
の
災
害
の

復
損

に

当
た
っ 

て
い

る
こ

と
。 

前
各

号

に
類

す

る
状
態

に
あ

る
こ
と
。 
 

昼

間
に
居

宅
外
で

労
働

す

る
こ

と

を
常

態

と
し

て

い

る

こ

と
。 

昼

間

に
居
宅
内

で
当

該

児

童
と

離

れ

て
日

常
の

家

事

以

外

の
労
働

を
す

る
こ

と

を
常
態

と
し

て
い

る
こ 

妊

娠

中

で
あ

る
か

又

は
出

産
後

間
が

な
い
こ

と
。 

か
か

り
、

若

し

く
は
負
傷

し
、

又

は
精
神

身
体

に
障

害

を
有
し

て
い

る

こ
と
。 

わ

た

り
疾

病
の

状
態

に
あ

る
同
居
の

親

族

若
し

く
は
身
体

に
障

害

を
有
す

る
同
居
の 

常
時
、

介
護

し

て
い

る

こ

と
。 

風
水

害
、

火

災

そ
の

他

の
災
害
の

復
旧

に

い

る
こ

と
。 

に
類

す

る
状
態

に
あ

る

こ
と
。 

保育所への入所措置に関する条例のー一部を改正する条例新旧対照表 

疾

病

に

若

し

く
は 

長

期

に

又
は

精
神

親

族

を
、 

震
災
、 

当

た
っ 

て 

前

各

号 

3 



（
費
用
の

徴
収

） 

（
申
請

手
統

等

） 

第
三

条 

区
長
は
、

前

条

の
規

定
に
よ

る
措

置 

り
保

育

時

問

の
延

長

を
行
・ 

保育所への入所措置 lこ関する条例重）一部を改正する条例新 1日対照表 

請
手

続

そ
の

他
保

育
所

へ
の

入

所
措

置

に
関

し
必

要

な 

き

は
、

当

該
児

童

（
月
の

初

日

に
お

い

て
措
置

さ

れ 

て
い

る
児

童
に
限

る
。

） 

の
扶
養

義

務

者

か
ら
、

そ
の 

負

担

能

力

に
応
じ
、

法
第
五

十
一

条

第

一
号
の

二

に
規

定

す

る
資

用

を
徴
収

す

る
。 

（
徴

収

金

の
額
の

決

定
） 

第
四

条 

前

条
の

規
定

に
よ

り
徴

収

す

る
費

用
（

以
下 

徴
収

金

」 

と
い
う
。

〕 

の
額
は
、

別

表

第

一
に
定

め 

は
、

別

表

第
一

に
定

め

る
額

に
別

表

第

二

に
定

め

る
額

』 

を
加

算

し
た

額

と
す

る
。 

一 

2 

三
歳

未
満

児

又

は

三

歳

児

と

し

て
措

置
さ

れ
た

児

童 

に
係

る
徴
収

金
の

額

に 

つ
い

て
は
、

当
該

年
度

中

は 
、 

同
一
年

齢

と

み

な
し

て
、

別

表

第

一
及
び

別
表

第
二

を

適

用
す

る
。 

事
項

は
、

規

則

で
定

め

る
。 

4 
一 



部を改正する条例新旧対照表 保育所への入所措置に関する条例の 

手 

一 

4 

別

表

第

一
及
び

別

表
第

二

に

お
い

て
使

用
す

る
次
の

各

号

に
掲
げ

る

用

語
の

意

義

は
、

そ
れ
ぞ

れ
当

該

各
号 

に

定

め

る

と

こ

ろ

に
よ

る 
。 

一 

均

等

割

の
額 

地

方

税

法

（
昭
和

二
十

五

年
法
律

第

ニ
百

二

十

六

号
） 

に
規

定

す

る
均

等
の

額

に
よ
っ 

て
課
す

る
区

市

町

村
民

税
の

額

を
い
う

0 

二 

所
得

割
課

税

額 

地

方

税

法

に
規
定

す

る
所
得

に 

ま
っ 

て
課
す

る
区

市

町

村
民

税
の

額

を 

・
つ
。 
 

だ 

し
、

税

額

の
計

算

に
お

い

て
、

同
法

第

三
百

＋
四

条 

，
ー

‘ー

‘
ー
ー  

ー
ー

ー

ー
ー 
‘

ー 

の
七

及
び

同
法

附

則

第

五
条

第

二
項
の

規

定

は
、

適 

用

し

な
い

も
の

と
す

る
。 

三 

所
得

税

課

税

額 

所
得

税
法

（
昭
和
四

＋

年
法

律 

第

三

十

三
号

）
、

租

税

特
別

措

置
法

（
昭
和

一ニ
＋

二

年

法
律

第

ニ
十

六

号

）

及
ぴ

災
害
被

害

者

仁
対
す

る 

租

税
の

減

免
、

徴
収

猶

予

等

に
関

す

る
法
律

（
昭

和 

‘
ー 
ー

‘
ー

！
ー 
 

l
ー
‘
ー
ー  

ー
ー
‘
ー 

 

二
十

二
年
法

律

第

百

七

十

五

号
） 

の
規
定

に
よ
っ 

て 

ー

ー
，
！
ー
ー
ー
‘
ー

ー
ー
．
ー
・ー 
 

ー
ー

‘ー
ー
‘ー  

ー
‘ー
ー

ー
！

ー 

課

す

る
J所
得

税
の

額

を
い

う
。
》
た

だ

し
、

税
額
の

計 

算 

に
お
い

て
、

所

得

税

法
第

九
十

ニ
条

第

一
項
及

び 

5 
」 



第

六
条 

区
長

は
、

第

四

条

及

び

前
条
の

規

定
に 

よ

り
徴 

収

金
の

額

を
決
定

し
た

と

き
、

又

は

そ
の

額

を
変

更

し 

。 
（
徴
収
金
の

額
の
通

知

） 

一 

（
徴
収

金
の

額
の

特
例
） 

五
条 

生
計

を
ー
に

す

る
世
帯

か
ら

二
人
以
上
の

児

童

が

措
置

さ

れ

て
い

る
場
合

に
お
い

て
は
、

当
該
世

帯
の 

第 

措
置
児

童
の

う
ち
、

最

も
徴

収

金
の

額
が

低
い
児

童 

（
最
も
徴

収

金
の

額
が

低

い
児

童
が

二
人

以
上
の

場
合 

は
、 

そ
の

う

ち
の

一
人

と
す

る
。

）
以
外
の

児
童

に 

該
児

童

一
人

に 

つ
き
、

別
表

第

一
に
定

め

る
徴

収

金
の 

保育所への入所措置に開する条例の一部を改正する条例新適対照表 

第
九

十
五

条
第
一

項
か
ら

第
三

項
ま
で
の
規

定
並
ぴ

に
租

税

特
別
措
置

法
第
四

十
一

条
第
一

項
及
ぴ

第

二

項

の
規
定

は
適

用

し

な
い

も
の

と

す
る
。 

四 

固
定

資

産
税
課
税
額 

地

方
税

法
の

規
定
に
よ
っ

て
課
す

る
固

定
資

産

税
の

額

を
い

う
。 

額

に
別

表

第

三

に
定

め
る
割
合

を
乗

じ

て
得
た

額

と
す 

6 

や 

一 



一
丁

言 

正 

案 

よ

り
決

定
さ 

れ

た

徴
収

金
の

額

を
指
定
さ

れ
た

納

期 

第

八
条 

区

長

は 

扶
養

義
務

者
が

納
期

限

ま

で

に
徴

収 

金

を
納
付

し 

い
と 

き

は
、

期
限

を
指
定

し

て
督
促

し 

保育所への 

区
長

は
、

特
別
の

事

情
が

あ

る
と

認
め

る
と

き

は
、

徴 

（
徴
収

金

の
減

免

） 

第

か
条 

第

四

条

及
び

第

五

条
の

規
定
に
か
か
わ

ら

ず 

た

と
き

は
、

扶

養
義
務

者
に

通
知

し

な

け
れ
ば

な
ら

な 

い
。 

（
徴
収

金
の

納

付
） 

第

七
条 

扶

養
義
務

者

は
、

第
四

条

及
ぴ

第

五
条
の
規

定 

限

ま

で

に
納
付

し

な

け
れ
ば

な
ら

な
い 

（
督

促
及

び

滞

納

処

分
） 

な

け
れ
ば

な
ら

な 

区
長

は
、

前

項
の

規
定

に

よ

り
督
促

を
受

け
た

者
が
、 

指

定

期

限

ま
で

に
督
促

に
係

る
金

額

を
納
付

し

な 

き

は
、

法

第

五

十

六
条
第

七

項

の
規
定

に

基

づ
き
、

地 

方

税
の

滞

納
処

分
の

例

に
よ

り
処
、
分
す

る
こ

と
が

で
き 

。 

所措置に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

"
' 



収

金

を
減

免

す

る
こ

と
が

で
き

る
。 

（
委
任

） 

第

十

条 

こ
の

条

例
の

施

行

に 

つ
い

て
必

要

な
事
項

は
、 

規

則
で

定

め

る 

附

則 

こ
の

条
例

は
、

昭
和

六
十

二
年
四

月
一

日
か
ら

施
行

す

る 

附 
【
》 

員 

こ
の

条
例

は
、

平
成
九

年
十
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徴収金額表新旧対照 

階層 条 

件 

保育料（月額） 	（別表第1) 延長保育料（月額） （別表第2) 

& こ以上ザ 己 3,.児 3.・未・コ児 4 “以上！ 見 3j・児 3,；・未、ら児 

Ii藩柳 匿畦I ~増加聖 コ現行改定雄 ！増加率 ,現行改定き三加ュ畑 ~改定」 l増加麹 畑 ~改定一号 ！増加率 ,＝ 	ノ一 改定案増加講, 
'A 生活保護世帯 0 0 a 0. 	0 0 0 	.0 	0 0 0 0 0 0 0 I 	0 0~ 	al 
シ B 前年度分区民税非課税世帯 0 0 0 0 （じ  0 0 	0 	0 0 0 0 0 0 0 0 

I 

0 
C1 ‘民ゴ均 申のみ 1,000 1

,3
0
0 

 30.0% 1000 	1,300 30.0% 1,400 	1,900J 	35.7% 500 600 20.0% 500 600 20.0% 500 
」 

600 	20.0%' 
氾2 住民税所得割5千円未、ニ 1,500 2,000 33.3% 一  33.3% 1,800 	2400 	33.3% 500 600 20.0% 500 600 20.0% 500 600 	20.0%1 
心3 ‘民‘所‘多5 “以上 2,000 2 600 30.0% 2000 	2,700 35.0% 2,300J 3,100 	34.8% 500 600 20.0% 500 600 20.0% 500 

ぜ 

600, 	20.0% 
D1 前1分（以下同じ．）所く“r3千円未満 4,200 5.600 晦罵雷 二 4,200 	5,600 33.3% 4,900 	6,100 	36.7% 700 900 28.6% 700 900 28.6% 700 一  
三 D2 所得税3千円以上16,, 80l円未満 5,400 7,200 33.3% 5,400 	7,300 35.2%: '6,100! 	8,300 	ciJIi 700 900 28.6% 700 900 28.6、 700 900 	286笑 
三D3 所得税16.80l円以上3万円未満 6,900 9,200 33.3% 6.900 	9,300 34.8% 6,900E 9,400 WIW1 700 900 28.6% 700 900 28.6% 700 「 	9 00 	286郵 
'04 所得税a万円以上6万円 満 8,100 10,800 33.3% 8,10010,900 34.6% 11,200 15,400 	PM1 1000 1,300 30.0% L000 1,300 30.0% 1.100 1,500 	36.4% 
,D5 所得 "6万円以上9万円未満 9,400 12,600 34.0% I9,40012,700 35.1% 13,900'19,100' 	37.4%: 1,000 1 300 30,0% 1,000 1,300 30.0% 1,300 t900. 48.2弘 

D 

6 

 所得税9万円以上12万曽．・ら 10 600 14,200 34.0% 10,600 14,300 34.9% 15700.21,500 	36.9% 1,000 1,300 30.0% 1,000 1.300 30.0% 1 500 2.100' 	40.0%! 
所得税12万円以上1 万円未満 11,700 15 100 34.2%' 11,700 15,800 35.0% 11,200 23,600 	UJ,1 1,100 1,500 38.4% 1,100 1,500 36.4% 1,700 2,300: 	35.3%: 

二 08 所得税15万円以上18万円未、轟 12.600 16,900 m鳳 12,600 17,000 34.9% 18,600 25 5O0:WPAi 1,200 1,600 3 <J 
h
。  %  1.200 1.700 41.7% 1.800 h

I
」 

q
u 
8 

% 

 5 

0 

0 

9 

 
109 所得税18万円以上21万円未満 13,400 18,000 ~ 13,500 18,200 34.8% 20,000 27,500 	37.5% 1 300 1,800 ~ 1.300 1,800 38.5% 2.000 2.700 	350%: 
:oio 所得税21万円以上24万円未満 13,400 

1 3,400 

18,000 

18,000 
" 

34,3%] 

14,400 19,500 

115,300 20,100 

35.4% 

35,3% 

21,300 29,200細I 

22,600.31,000, 	37.2%: 
1 300 

1,300 

1,800 

1,800 

38.5% 

38S、 

1,400 

1.500 

1 900 

2.000 

35.7% 

33.3% 

2.100 

2.200 

2.900廊 
-―・ 

3,100: 	40.9%; 
ミ D11 所得税24万円以上27万円毒満 

iD12 所得税27万円以上30万円未満 13,400 18,000 34,3%i 18,000.21,600 35.0% 
,  

《一 

《
一 

 h
ノ
」 

『
・

・ 
q
〕 
h
I』  3 

0 

0 

0 

0 

Z 

1 

% 

 

1 
qv 
0 0  

1,800 38.5% 1,6加 2,100 31.3% 2300 3.200: 39,i%『 
三 0招 所得税30万円以上33万円未満 13,400 

13,400 

18,000 

18,000 

34,3% 

34.3% 

1 6,7Q0 ~ 22,600 

16,700 22,600 

35,3% 

35.3% 

24.90034,200- 	37.3%: 
26,00035,700血 

1.300 

1,300 

1,800 

1,800 

38.5% 

38.5% 

1.800 

1 600 

2.200 

2,200 

~ 
37,5% 

2.400 

2600 

3.400加 

3.500廊 Dl 4 戸得税33万円以上36万円未満 

:D15 

り 016 

所得税36万汽以上39万円未ま 13,400 18,000 34.3% 18,700 22,600 35.3% hノ
一 

「
I 1 

0 

0 

3 

7 

り
』 
0 nv 

《
ぐv っ

。 
%  I  

●，‘ 

っ〕 
nv nv 

 

1 800 38,5% 1 600 2,200 31.5% 2,700 3.700 	37.0% 
所得税39万円以上42万円未・g 13,400 18,000 34,3% 16,70022,600 35.3% 28,00038,500' 	37.5% 1,300 1,800 38.5% '

‘
，
・ 
6 

0 

0 

 
,  

2.200 向 2.800 3.800~ 
ID17 所得税42万円以上45万円未満 13,400 

13,400 

18,000 

18,000 
~ 
34,3% 

16,70022,600 

16,70022,600 

35,3% 

35,3% 

	

29,100:40,000 	37,5% 

	

31,60043,400; 	37.3% 
1,300 

1 300 

1,800 

1,800 

38,5% 

38.5% 

1.600 

1,600 

2,200 

2,200 

雨 
37.5% 

2,900 

3.100 

4.000 	37.9% 
4300; 	38.7% 1018 所“税45万円以上60万円未満 

I019 所得税60万再以上ク5万円未・‘ 13 400 

13,400 

18,000 

18,000 

34,3% 

34,3% 

16,700122,600 

16,700.22 600 
3
5
.
3
% 

3 
に
v . 3 

% 

 

	

35,600」48,900 	37.4% 

	

39,100 53,700 	c4'i 
1,300 

1,300 

1,800 

1,800 

38.5% 

38.5% 

1 600 

1,600 

2,200 

2.200・ 

~ 
~ 

3.500 

3.900 

4,800碗 

5.300 	35.9%: 」020 所得税75万円以上90万円’満 

I021  所得税90万円以上 13,400 18,000 34,3% 16,700 22,600 35.3% 41 .800 57,500 	37.6% 1,300 1,800 鵬 1,600 2200 雨― 4,100 5,700. 	39.0% 



3 参考資料 

資料I 	「 『保育料のあり方』 について（検討結果報告） 

平成 8年12月／特別区厚生部長会」 （全84頁／事前配布済） 

資料 2 「 『保育料のあり方』について（検討結果報告）ー概要ー 
平成 8年 1 2月／特別区厚生部長会」 （全10頁／事前配布済） 

資料 3 「児童ー人当り月額経費の年次別、財源別経費の比較」 

58年度～7年度まで2年毎、23区平均及び豊島区の

財源別金額・伸び率・構成比備駆髄融行嫉態競識訟姉） 

資料 4 「豊島区保育所の運営総額、支弁額及び特定財源内訳」 
平成7年度決算ベース 

「豊島区における保育所運営経費の負担状況」 
平成7年度及び昭和60年度。児童一人当り月額 

資料 5 「豊島区保育所階層別・年齢別措置人員」 
平成 8年I I月1日現在 

資料 6 「保育料改定による財政効果」 

資料 7 「保育料の収納率の推移」 

平成 3年度～7年度 



」尼童一一人些与り月客貢経費0つ与三之欠男り、 員オ 勃東牙リ 糸茎費の上I二車交 

	 費 料 3 
（単位：円） 

被  

助  60 62 
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7,645 

元 

11,548 

8,478 

3 

12,141 

10,976 

5 

12,692 

11,997 

5,998 
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部負担金 	2,102 	2,32% ICD 3,823 	3．二， 182 4,239 3.63留 202 5，娼8 
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5．叫￥ 10? 	15,859 6.41 	127 

6,0(1) 3.17 224 	6,6兜 2.98% 250 	7,930 3.敏 296 
x鮒旦金 	80,933 万声；l 1m 99,761 	79,rI 1乃 25,427 82,2.」, 155 57,219 83,鰍 194 8'7,5加 83.6鏡 232 207,222 路.74% 256 
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5J 	
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＊特8亜く児童福祉行政実態調査報告書より 



運営費（公立・私立決算額と同額） 
単位：千円 

7, 6O7' 678 A 運営費糸急名質 

6 639, 497 (87. 3%) A 1 ノ、、幸Iニ費総電質 
2 運営費に占める財源別内訳 

(12.7露) 
A-2事業費承念賞買 968,1生1 

53 2, 034, (26,7%) (73. 3%) 
B支デ事糸念額 ぞグ二刈也くフつ連営賛 、5,573, 22 

D 国基準徴収金 H J K L 
都 区 国庫 都 受託 0 	区 費 

1.082, 	119 
flA42x〕 

負担金 負担金 捕助ニ補助金 収入 

E 
区保育料 保育料政策 
決算額 減免額 

377,649 
(5.0%) 

704,470 	476,167 
(6.3%) 

238.084 
3.1x) 

L191 
(0.6%) 

?5,54s 
(1.0%) 

';9.1841 
(3.8%)(0 

,45 
.2% 

1駆 

(0.0%) 
5,149,897 

(67,7%) 

入 使

用

料 

ーー総額支一ーー鳶 料ヌプ 

＊ 平成7年度決算ベースによる。 



年度） 

資 
お ける保育所運営費の 負担状 況 （平成 

児童一人当りの月額経費と負担割合 
区が保育所を運営するために必要な経費 247. 455円

保護者負担保育料軽減分 国の負担 都の負担 警旦‘三 i勲・1 』者 

焦懇麟 	 篇難覇鷺霧篇 
12. 515円 
(5. 1%) 

15. 859円 
(6. 4%) 

7,. 930円 
(3. 2%) 

9,. 403円 
(3. 8%) 

＊補助金内訳（国： 424円（0. 6%)、都：2, 475円（1.0%)) 

（参考）昭和60年度の児童ー 
区が保育所1 を 営・るために必‘な経 一 106 655円 	 ［区が負担している経費 79,. 317円（744%) 	 . 
保護者負担 

10.008円 
(9. 4%) ~ 

育
区
鷲
」『:
1
. 

 

保
、C
義
・、n
欧
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国の負担 

12. 507円 
(11. 7%) 
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2. 680P1 
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鷺
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 麟難難難 
その他 
受託収入 

1、616円 
(1. 5%) 

＊補助金（都】527円（0. 5%)) 
特別区児1 国 基 準 福祉行政実態調査報告書による 



階層別 年齢 別措置人員 

	
資料番号 5 

階 

層  

A 

B  
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（平成8年11月 1日現在） 



措置児数 

3 歳未満児 

1, 149 人 531人 991人 	2, 671 人 

児 4 歳以 

5,311, 300 RI 

7, 178, 100 円 

1, 866, 800 円 

63, 735 RI 

86, 137 円 

22,402 円 

9・ 114, 030 RI 	32, 969, 320 円 

以 224, 150 円 	44. 861, 780 円 

3,110,120 Ri 	1L892,460 円 

113,925 RI 	389k 061 P3 

152,801 円 	529,176 RI 

38. 876 P3 	140, 115 P3 

現 18, 543, 990 円 

増減額 

( 25, 459, 530 円 

6, 9巧，540 円 

5, 375, 035 RI 

7,264,237 P3 

1,889,202 Fi 

9, 227, 955 P3 	33, 358, 381 RI 

12, 376, 951 P3 	45,390. 956 P3 

3, 148, 996 円 A 12, 032, 575 in 

現 行 18. 755, 391 P3 

955 	B 11.500,00()円 

般

保

育 

料 

延

長

保

育 

料 

行 現 

《 

増減額 

211, 401 円 

290, 238 円 

78, 337 P3 

合 

計 

改定案 

増減額 

25. 749, 768 P3 

6, 994, 377 円 

資料番号 6 

保育料改定による財政効果 

1．試算与件 

’階層別措置者数は、平成 8年11月1日現在と同じとする。 
・収納率は、9 5. 5％とする。 

2. 1カ月当たりの財政効果 

3，平成9年度予算における財政効果 

11, 500, 000 * 6 カ月＝ 69, 000, 000 P3 



資料番号 

保育料の収納率の推移 
	

単位：千円 

\
A 

 
調 定 収 入 収 納 率 

7  

現年度分 a 90, 9 2 2 3 7 0, 8 9 1 94, 9% 

過年度分 60, 562 6, 7 5 8 n
ノ
レ  1 

I 

% 

 

n
0 

 

現年度分 397, 4 13 3 7 7, 5 2 1 9 5. 0% 

過年度分 52, 395 7, 3 4 7 14. 0% 

現年度分 414, 510 396, 957 9 5. 8% 

過年度分 47, 044 7, 5 0 1 1 	5. 9% 

4
→ 
 

現年度分 4 2 6, 2 9 8 408, 824 

「い  

nノ〕 。

v  

9 5+ 9% 

過年度分 42, 593 nり 
 14. 8% 

n
。 
 

現年度分 4 3 5; 6 5 2 4 1 9, 8 6 1 	96. 4% 

過年度分 3 8, 4 4 4 6, 3 38 	16. 5% 

平 均 

現年度分 ( 	rJ 3. O/o 

過年度分 1 4. 5% 


